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令和５年７月10日 答申第547号 

 

答    申 

 

第１ 香川県情報公開審査会（以下「審査会」という。）の結論 

香川県人事委員会（以下「実施機関」という。）が行った一部公開決定（以下

「本件処分」という。）により非公開とした部分のうち、別表１の「災害発生状

況及び原因の公開すべき部分」に掲げる部分については、公開すべきである。 

 

第２ 審査請求に至る経緯 

１ 行政文書の公開請求 

   審査請求人は、令和４年９月３日付けで、香川県情報公開条例（平成12年香川

県条例第54号。以下「条例」という。）第５条の規定により、実施機関に対し、

次の内容の行政文書公開請求（以下「本件請求」という。）を行った。 

平成29年１月１日から令和４年９月２日までの間に受け付けた、労働安全衛生

規則（昭和47年労働省令第32号）第97条第１項及び第２項の規定に基づく労働者

死傷病報告（警察本部及び公安委員会が所管する事業場からの報告を除く。）の

うち、直近の報告から20件分の表面 

２ 実施機関の決定 

実施機関は、本件請求に対して、次の行政文書を特定し、別表２の「公開しな

い部分」が「公開しない理由」に該当するとして、令和４年９月20日付けで本件

処分を行い、審査請求人に通知した。 

報告年月日が平成29年４月27日から令和４年３月25日までの間の労働安全衛生

規則第97条第１項及び第２項の規定に基づく労働者死傷病報告（警察本部及び公

安委員会が所管する事業場からの報告を除く。）19件（以下「本件行政文書」と

いう。） 

 ３ 審査請求 

審査請求人は、本件処分を不服として、令和４年10月22日付けで、行政不服審

査法（平成26年法律第68号）第２条の規定により、実施機関に対して審査請求を

行った。 

 

第３ 審査請求の内容 

 １ 審査請求の趣旨 

「本件処分の取消し及び非公開とした箇所の全部又は一部の追加の公開を求め

る。」というものである。 

 ２ 審査請求の理由 
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   審査請求書において主張している理由は、次のとおりである。 

 （１）今回、公開請求した労働安全衛生規則第97条第１項及び第２項の規定に基づ

き、香川県人事委員会へ提出された本件行政文書は、一般に、民間事業者が、

「所轄労働基準監督署長に」提出する資料である。行政機関の保有する情報の

公開に関する法律（平成11年法律第42号。以下「情報公開法」という。）の規

定に基づく開示請求がなされ、開示請求人の中には審査請求を行った者もおり、

国の情報公開・個人情報保護審査会の答申の蓄積も複数ある。この答申の蓄積

と比較して、本件処分における一部非公開の範囲に乖離があるから、一部非公

開の箇所の判断は不合理であり、本件処分の取消し及び非公開情報に該当しな

い箇所の更なる公開を求める。 

 （２）本件処分では、「条例第７条第１号本文」に該当する部分を公開しないとさ

れている。審査請求人も、条例第７条第１号柱書きに該当しうる情報であるこ

とは容認する。しかし、条例第７条第１号には、アないしエの枝が付されてお

り、非公開の箇所が条例第７条第１号ウに該当するか否かの理由の提示がなさ

れていない。まず、本件行政文書に記載された「被災労働者」とは、一般の香

川県民ではなく、「地方公務員法（昭和25年法律第261号）第２条に規定する

地方公務員」であるから、条例第７条第１号ウにおける「公務員等」に該当す

る。次に労働安全衛生規則第97条第１項の「労働災害その他就業中又は事業場

内若しくはその附属建設物内における負傷、窒息又は急性中毒」とはまさしく

「公務員等の職務の遂行に係る情報」であるから、「当該公務員等の職の名称

その他職務上の地位を表す名称及び氏名」は公開されてしかるべきである。こ

の点で、非公開箇所における条例第７条第１号ウに該当する部分の更なる公開

を求める。 

 （３）そもそも、国の情報公開・個人情報保護審査会の答申の蓄積から、条例第７

条第１号に該当しない箇所も、条例第７条第１号に該当すると本件処分では説

明されている。つまり、情報公開法第５条第１号に該当しない部分も、条例第

７条第１号に該当すると説明されている。答申例として、まず、令和２年12月

28日付け令和２年度（行情）答申第427号（以下「国答申第427号」という。）

では、別表において、諮問庁及び国の情報公開・個人情報保護審査会が情報公

開法のどの条項の不開示情報に該当するか列挙されている。情報公開法第５条

第１号に該当しうる箇所は、別添のとおり赤く塗りつぶした箇所である。その

余の部分で、情報公開法第５条第２号に該当しうると判断される箇所は、本件

対象文書では、香川県知事部局等の香川県の行政機関であり、「法人その他の

団体（国、独立行政法人等、地方公共団体及び地方独立行政法人を除く。以下

「法人等」という。）に関する情報又は事業を営む個人の当該事業に関する情

報」に該当する余地はない。すなわち、国答申第427号別表で情報公開法第５
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条第２号に該当すると判断された箇所に相当する対象文書の箇所であって、非

公開とされている箇所の判断は、不合理であるから、条例第７条第１号に該当

しない箇所の更なる公開を求める。なお、この国答申第427号では、情報公開

法第５条第１号ハに該当するか否かの判断は行われていない。 

 （４）次に、平成15年８月８日付け平成15年度（行情）答申第235号（以下「国答

申第235号」という。）を例示する。一般の労働者死傷病報告に相当する資料

として、国家公務員が公務上の災害を負ったときには、国の機関に対して、人

事院規則16－０第20条前段の規定に基づく報告を行うこととされている。防衛

省職員の場合には、この規定の例に倣って、防衛省職員の災害補償に関する政

令（昭和41年政令第312号）の規定により、公務災害発生報告書が作成されて

いる。この報告書は「災害補償制度の運用について」（昭和48年職厚-905）に

おける「第７ 公務上の災害又は通勤による災害の報告及び通知関係」１に掲

げられた事項が記載されているものと予想する。国答申第235号別紙第１にお

いて、情報公開法第５条第１号に該当しうる箇所が例示されており、これは、

１の全ての事項が網羅されているものではない。つまり、本件処分で非公開と

された箇所の範囲は、別紙の国答申第235号で掲げられた範囲以上の範囲を条

例第７条第１号に該当すると主張しているものであるから、本件処分における

非公開情報の判断に誤りがある。 

 （５）そして、審査請求人は、他県の人事委員会にも同様の請求を行っており、他

県から受けた行政処分及び公開文書を別添のとおり提示する。この例では、国

答申第427号及び国答申第235号の不開示情報の判断に近い箇所のみが不開示と

されており、審査請求人もこの県人事委員会らの判断は概ね妥当と思料する。

つまり、本件行政文書において、「被災労働者の氏名」「生年月日」及び「性

別」程度を非公開とすることは妥当と思料する。２件の答申及びこれらの例を

参考にすると、少なくとも、本件処分の別紙「公開しない部分」に掲げられて

いる「傷病名及び傷病の部位」、「休業日数」、「災害発生状況」、「事業場

の名称（公開する部分を除く。）」、「発生時間」、「職種及び経験期間」、

「休業見込期間」、「死亡日時」、「発生状況写真」、「略図」、「現場見取

図」及び「災害発生状況図」の全部ないし多くの部分は、非公開情報に該当し

ない情報が含まれているものと思料する。 

 （６）とりわけ、審査請求人は実施機関から、令和４年３月10日付け３人委第

90080号行政文書一部公開決定通知書並びに「熱中症による職員の死亡事案に

ついて」及び「香川丸亀養護学校における熱中症による職員の死亡事例に係る

調査結果について（報告）」と題する資料の一部公開を受けている。これに関

連すると予想する「様式第23号及び別紙（報告書：令和３年８月17日）」の非

公開範囲と矛盾すると思料する。 
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 （７）以上から、本件処分並びに「公開しない部分」及び「公開しない理由」の提

示は合理的でない。よって、本件処分を取り消し、非公開とされた箇所につい

て改めて非公開情報該当性の精査をなされ、非公開とした箇所の全部又は一部

を追加で公開するとの裁決を求める。 

 

第４ 実施機関の説明の要旨 

   弁明書による説明は、次のとおりである。 

１ 本件処分の内容及び理由 

実施機関は、本件請求について、条例の各条項に照らし、別表２のとおり本件

処分を行ったものである。 

本件処分において非公開とした別表２「公開しない部分」は、本件労働災害に

おける被災労働者氏名、傷病名等、特定の個人を識別することができる情報又は

特定の個人を識別することはできないが、公にすることにより、なお個人の権利

利益を害するおそれがある情報である。これらの情報は条例第７条第１号に該当

し、かつ、同号ただし書ア～エに該当しないため、非公開情報に該当する。 

 （１）本件行政文書には、被災労働者である職員の「氏名」、「生年月日」及び

「年齢」等が記載されている。これらは報告ごとに一体として個人に関する情

報であって、当該被災労働者個人を識別することができる情報である。 

 また、「現場見取図・災害発生状況図」の被災労働者の氏名及び印影につい

ても、個人に関する情報であって、当該被災労働者個人を識別することができ

る情報である。 

 （２）「事業場の名称」及び「職種」のうち非公開とした部分は、既に公になって

いる情報又は入手可能な他の情報と照合することにより、被災労働者が明らか

になるおそれがあると認められる部分である。 

 また、「事業場の名称」及び「職種」のうち非公開とした部分並びに「経験

期間」及び「休業見込期間又は死亡日時」は、本件事業場の関係者その他本件

労働災害に関する情報を知る者に被災労働者が特定される可能性があり、当該

被災労働者の権利利益を害するおそれがあると認められる。 

 （３）「発生時間」、「被災地の場所」、「災害発生状況及び原因」、「発生状況

写真」、「略図」及び「現場見取図・災害発生状況図」には、本件行政文書に

係る事故の具体的な内容、当該事故後の関係者の対応状況等の詳細が記載され

ており、当該部分を公にすると、個人識別部分を除いたとしても、本件事業場

の関係者その他本件労働災害に関する情報を知る者に被災労働者が特定される

可能性があり、これまで知られていなかった事故の詳細な内容等がこれらの者

に明らかになることにより、当該被災労働者の権利利益を害するおそれがある

と認められる。 
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 （４）「傷病名」並びに「傷病部位」、「災害発生状況及び原因」、「発生状況写

真」、「略図」及び「現場見取図・災害発生状況図」欄の被災労働者の傷病部

位を記載した部分は、当該被災労働者の身体における具体的な損傷の部位、程

度等を示すものであり、機微な情報であることから、公にすることにより、当

該被災労働者の権利利益を害するおそれがあると認められる。 

２ 審査請求人の主張に対する実施機関の意見 

（１）本件被災労働者の条例第７条第１号ウ該当性について 

 労働者死傷病報告は、事業場において労働災害が発生した場合に事業者がそ

の内容を所管の労働基準監督署長に報告するものである。 

 条例第７条第１号ウにおいて、公務員の職務の遂行に係る情報に含まれる当

該公務員等の職の名称その他職務上の地位を表す名称及び氏名は公開すること

となっていることから、本件処分においても公務員の職務の遂行に係る情報に

該当すると認められる「事業者職氏名」及び「報告書作成者職氏名」は公開し

ている。 

 しかし、被災労働者については、被災労働者が公務員であり、本件行政文書

に記載された情報が公務員である当該職員の職務に関係する部分を含むとして

も、死傷したとして報告の対象とされることは当該職員に分任された職務の遂

行に係る情報とはいえないことから、条例第７条第１号ウに該当しない。 

（２）条例第７条第１号該当性について 

上記１に記載したとおりである。 

 なお、本件事業場は地方公共団体の事業場であり、「事業場名」は条例第７

条第２号の法人等情報に該当しないことから公開としている。他方、民間事業

場における労働者死傷病報告に係る国の情報公開・個人情報保護審査会の答申

において、事業場名は非公開とされているところであり、この点において、本

件事業場においては被災労働者の特定可能性が高まることを考慮し、本件処分

における非公開範囲を上記のとおり判断した。 

（３）本件処分における非公開範囲について 

 本件行政文書には、被災労働者個人に関する情報が当該被災労働者の氏名と

一体として記載されており、被災労働者の被災状況を詳細に記述した当該被災

労働者の個票としての性格が強く、この点において報告書等よりも個人識別性

が高いと考えられることから、本件処分における非公開範囲を上記のとおり判

断した。 

 

第５ 審査会の判断 

 １ 判断における基本的な考え方について 

条例は、その第１条にあるように、県民の行政文書の公開を求める権利を具体
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的に明らかにするとともに、行政文書の公開に関し必要な事項を定めることによ

り、県の保有する情報の一層の公開を図り、県政に関し県民に説明する責務が全

うされるようにし、県政に対する県民の理解と信頼を深め、もって地方自治の本

旨に即した県政の発展に寄与することを目的として制定されたものであり、審査

に当たっては、これらの趣旨を十分に尊重し、関係条項を解釈し、判断するもの

である。 

 ２ 本件行政文書の内容について 

 （１）労働者死傷病報告について 

 労働安全衛生法（昭和47年法律第57号）第100条第１項及び労働安全衛生規

則第97条の規定により、事業者は、労働者が労働災害その他就業中又は事業場

内若しくはその附属建設物内における負傷、窒息又は急性中毒により死亡し、

又は休業したときは、遅滞なく、同令様式第23号による報告書（以下「様式第

23号」という。）を所轄労働基準監督署長に提出しなければならないとされて

いる。また、休業の日数が４日に満たないときは、事業者は、同令様式第24号

による報告書（以下「様式第24号」という。）を、１月から３月まで、４月か

ら６月まで、７月から９月まで及び10月から12月までの期間における最後の月

の翌月末日までに、所轄労働基準監督署長に提出しなければならないとされて

いる。 

 なお、この所轄労働基準監督署長の職権は、地方公務員法（昭和25年法律第

261号）第58条第５項及び労働基準法（昭和22年法律第49号）別表第１の規定

により、事業区分によって実施機関が行うものとされている。 

 （２）本件行政文書について 

 本件行政文書は、様式第23号が15件、様式第24号が４件ある。様式第23号は、

「事業の種類」、「事業場の名称」、「事業場の所在地」、「労働者数」、

「発生日時」､「被災労働者の氏名」、「生年月日」、「年齢」、「性別」、

「職種」、「経験期間」、「休業見込期間又は死亡日時」、「傷病名」、「傷

病部位」、「被災地の場所」、「災害発生状況及び原因」、「略図」（「発生

状況写真」、「現場見取図」及び「災害発生状況図」を含む。別表２を除き、

以下同じ。）及び「報告書作成者職氏名」が記載されている。また、様式第24

号は、「事業の種類」、「事業場の名称」、「事業場の所在地」、「電話」、

「労働者数」、「被災労働者の氏名」、「性別」、「年齢」、「職種」、「発

生月日」、「傷病名及び傷病の部位」、「休業日数」、「災害発生状況」及び

「報告書作成者職氏名」が記載されている。本件請求では、審査請求人は、直

近20件分の労働者死傷病報告の表面を請求したが、審査請求人の請求対象期間

に報告があったのは、計19件であったため、実施機関は、19件を特定し、公開

している。 
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３ 本件処分について 

（１）条例第７条第１号の該当性について 

次に掲げる非公開条項についての基本的な考え方に基づき、判断する。 

ア 本号は、個人の尊厳及び基本的人権の尊重の立場から、個人に関する情報 

 は最大限に保護されることが必要であるため、特定の個人が識別され得る情 

 報は、原則として非公開とすることを定めたものである。また、我が国にお 

 いて、プライバシーの具体的な内容が法的にも社会通念上も必ずしも明確で 

 はなく、その内容や範囲は事項ごと、各個人によって異なり得ることから、 

 本条例は、プライバシーであるか否か不明確な情報も含めて、特定の個人が 

 識別され得る情報を包括的に非公開として保護することとした。加えて、個 

 人を識別することはできないが、公にすることにより、なお個人の権利利益 

 を害するおそれがあるものについても、非公開とすることを定めたものであ 

 る。 

     しかし、これらの個人に関する情報には、個人の権利利益を侵害しないと 

 考えられ、非公開とする必要のない情報及び公益上の必要があると認められ 

 る情報も含まれているので、これらの情報を本号ただし書で規定し、公開す 

 ることとしている。 

イ 本号本文にいう「他の情報と照合することにより、特定の個人を識別する 

 ことができることとなるもの」とは、公開請求に係る情報から直接特定の個 

 人を識別することはできないが、既に公になっている又は入手可能な他の情 

 報と組み合わせることによって、特定の個人を識別することができることと 

 なる情報をいう。 

     また、本号において、個人情報を非公開情報と定める趣旨は、県政情報の 

 公開という公益と個人の権利利益保護の両立にあるところ、「他の情報」に 

 ついて、「いかなる場合においても何人でも入手可能な情報を基準とする」 

 ことは、個人の権利利益の保護の観点から適切とはいえない場合が考えられ 

 ることから、妥当でない。条例は、個人の権利利益など、保護されるべき法 

 益を侵害しない限りにおいて、情報公開請求権を認めるものである。そして、 

 行政文書の性質によって、個人が識別された場合に生じる権利利益侵害の程 

 度は異なることから、個人の権利利益保護の必要性の程度も異なるといえる。 

 したがって、どのような情報が「他の情報と照合することにより、特定の個 

 人を識別することができることとなるもの」に該当するか否かは、行政文書 

 の性質から導かれる権利利益侵害の程度により、個別具体的に判断すべきで 

 ある。 

     本件行政文書は、特定の労働者が死傷病を負ったという、通常他人に知ら 

 れたくない情報が含まれている文書である。かかる情報は、プライバシー性 
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 の非常に強い情報であり、このような情報と特定の個人とが関連付けられた 

 場合で、当該労働者と特別な関わりのない一般人が、情報公開制度によって 

 公開された情報を手掛かりとして、当該労働者の特定に至る可能性が相当程 

 度認められるときは、当該労働者の権利利益侵害の蓋然性が法的保護に値す 

 るほどに生じたと認めることができる。したがって、被災労働者の特定につ 

 ながる情報については、一般人が通常考えられる程度の調査を行うことによ 

 り得られる情報と照合の結果、特定の個人を識別できる可能性が相当程度認 

 められる場合に限り、非公開とすべきである。他方で、被災労働者の特定に 

 つながる情報以外の情報については、一般人が通常入手し、又は入手し得る 

 情報との照合の結果、特定の個人を識別することが相当程度の確実性をもっ 

 て可能と認められる場合に限り、非公開とすべきである。 

ウ 本号本文にいう「特定の個人を識別することはできないが、公にすること 

 により、なお個人の権利利益を害するおそれがあるもの」とは、個人が識別 

 されなくとも、その情報の第三者への公開が個人の人格権を侵害するおそれ 

 があるもの又は財産権その他の個人の正当な利益を害するおそれがあるもの 

 等をいう。 

エ 本号ただし書ウにいう「職務の遂行に係る情報」とは、当該個人がその担 

 当する職務を遂行する場合に記録された情報をいう。したがって、公務員の 

 職員としての身分取扱いに係る情報等は、当該公務員にとっては、その職務 

 遂行に係る情報ではない。 

（２）本件行政文書の非公開部分に対する具体的判断 

    条例第７条第１号該当性について 

ア 被災労働者の「氏名」、「生年月日」、「年齢」及び「印影」について 

     本件行政文書において、様式第23号には被災労働者の「氏名」、「生年月 

 日」、「年齢」及び「印影」が、様式第24号には被災労働者の「氏名」及び 

 「年齢」が記載されている。被災労働者の「氏名」、「生年月日」、「年齢」 

 及び「印影」は、個人に関する情報で特定の個人を識別することができるも 

 のと認められ、条例第７条第１号本文に該当する情報である。また、被災労 

 働者は、公務員ではあるものの、被災労働者として本件行政文書に記載され 

 たことは、当該職員の担当する職務の遂行に係る情報とは認められず、条例 

 第７条第１号ただし書ウには該当しない。 

イ 「事業場の名称」、「職種」及び「経験期間」について 

     「事業場の名称」が明らかになった場合は、被災労働者がどこの事業場で 

 勤務しているか又は勤務していたのかの特定が可能となることから、「事業 

 場の名称」は、被災労働者の特定につながる情報である。したがって、「事 

 業場の名称」については、一般人が相当程度の調査を行うことにより得られ 
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 る情報との照合の結果、特定の個人を識別できることが相当程度の確実性を 

 もって可能と認められる場合に限り、非公開とすべきである。 

     実施機関が「事業場の名称」を一部公開としたのは、19件中１件のみであ 

 り、当審査会が見分したところ、この１件の「事業場の名称」の非公開とし 

 た部分は、一般人が相当程度の調査を行うことにより得られる情報との照合 

 の結果、特定の個人を識別できることが相当程度の確実性をもって可能であ 

 ることが確認できた。 

     また、「職種」の非公開とした部分（19件中１件が一部公開、５件が非公 

 開）及び「経験期間」についても同様である。 

     したがって、「事業場の名称」及び「職種」の非公開とした部分並びに

「経験期間」は、条例第７条第１号本文に該当する情報である。 

ウ 「発生時間」及び「被災地の場所」について 

     「発生時間」及び「被災地の場所」の非公開とした部分が明らかになった 

 場合は、被災労働者がいつどこで死傷病になったのかが特定可能となること 

 から、「発生時間」及び「被災地の場所」の非公開とした部分は、被災労働 

 者の特定につながる情報である。したがって、「発生時間」及び「被災地の 

 場所」の非公開とした部分については、一般人が相当程度の調査を行うこと 

 により得られる情報との照合の結果、特定の個人を識別できることが相当程 

 度の確実性をもって可能と認められる場合に限り、非公開とすべきである。 

     「被災地の場所」は、様式第23号のみに記載されているが、実施機関が一 

 部公開としたのは、15件中５件のみである。「発生時間」及び「被災地の場 

 所」が明らかになったとしても、それだけをもって個人の特定に至るわけで 

 はない。しかし、既に公になっている「事業場の名称」等の情報とともに、 

 「発生時間」及び「被災地の場所」の非公開とした部分が明らかになった場 

 合は、当該事業場周辺において聞き取り調査を行う等、当該労働者の死傷病 

 の調査を容易に行うことができることとなる。その結果、得られた有意な情 

 報との照合により、被災労働者の特定の可能性が相当程度認められる。 

     したがって、「発生時間」及び「被災地の場所」の非公開とした部分は、 

 条例第７条第１号本文に該当する情報である。 

エ 「傷病名」、「傷病部位」、「休業日数」、「休業見込期間」及び「死亡

日時」について 

     「傷病名」及び「傷病部位」に記載されているけがの箇所・程度が明らか 

 になった場合は、被災労働者の負傷経緯や負傷箇所が明らかとなることから、 

 被災労働者の特定につながる情報である。そして、本件行政文書に記載され 

 ている災害が発生し、負傷した被災労働者は、各事案につき１人であること 

 から、一般人が調査をすれば、被災労働者の特定の可能性が相当程度あると 
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 いえる。したがって、「傷病名」及び「傷病部位」は、「他の情報と照合す 

 ることにより、特定の個人を識別することができるもの」といえる。 

     また、「傷病名」及び「傷病部位」は、当該被災労働者のけがの状態につ 

 いて記載されたものであり、当該災害に係る被災労働者にとって通常他人に 

 知られたくない機微な情報であるため、それ自体として特定の個人を識別す 

 ることができる情報であるとまではいえないが、公にすることにより、なお 

 個人の権利利益を害するおそれがある情報であるとも認められる。 

     さらに、「休業日数」、「休業見込期間」及び「死亡日時」についても、 

 「傷病名」及び「傷病部位」と同様に、公にすることにより、被災労働者の 

 けがの程度が推測されることから、被災労働者の特定につながる情報である。 

 また、当該災害に係る被災労働者にとって通常他人に知られたくない機微な 

 情報であるとも認められる。 

     したがって、「傷病名」、「傷病部位」、「休業日数」、「休業見込期間」 

 及び「死亡日時」は、条例第７条第１号本文に該当する情報である。 

オ 「災害発生状況及び原因」及び「略図」について 

     「災害発生状況及び原因」（「災害発生状況」を含む。別表２を除き、以 

 下同じ。）及び「略図」は、前述の「発生時間」、「傷病名」及び「傷病部 

 位」といった特定の個人を識別できる情報又は特定の個人を識別することが 

 できないが、公にすることにより、なお個人の権利利益を害するおそれがあ 

 る情報が組み合わさっている。また、発生状況やその後の経緯等が詳細に記 

 載されたものであり、当該災害に係る被災労働者にとって通常他人に知られ 

 たくない機微な情報であるため、それ自体として特定の個人を識別すること 

 ができる情報であるとまではいえないが、公にすることにより、なお個人の 

 権利利益を害するおそれがある情報であると認められる。さらに、災害発生 

 状況によっては、死傷病の経緯が分かることにより、当該被災労働者がどの 

 ような業務に従事しているか等の情報が得られる。本件における被災労働者 

 の行動の中でも、少数の者しか行っていない業務等の行動は、特定の個人を 

 識別できる可能性があり、条例第７条第１号本文に該当する情報である。 

     しかし、本件のみに限られる特異なものでない行動もあり、かかる情報が 

 明らかになったとしても、そのことにより、当該被災労働者の特定につなが 

 るとはいえない。 

     したがって、「災害発生状況及び原因」のうち、一般人が通常入手し、又 

 は入手し得る情報との照合の結果、特定の個人を識別することが相当程度の 

 確実性をもって可能と認められる部分及び個人の権利利益を侵害する部分を 

 除く情報については、条例第７条第１号本文に該当しないため、別表１のと 

おり公開すべきである。 
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     また、「略図」は、様式第23号のみに記載されているが、災害発生状況が 

 詳細に示されている場合がある一方で、被災地の場所程度の情報しか得られ 

 ない場合もある。実施機関においても、15件中４件は、既に公にされている 

 被災地の場所程度の情報しか得られないとして公開している。当審査会が見 

 分したところ、他の11件は、一般人が相当程度の調査を行うことにより得ら 

 れる情報との照合の結果、特定の個人を識別できることが相当程度の確実性 

 をもって可能である又は特定の個人を識別することができないが、公にする 

 ことにより、なお個人の権利利益を害する情報であると認められた。 

     したがって、「略図」は、既に公開しているものを除き、条例第７条第１ 

 号本文に該当する情報である。 

４ 審査請求人のその他の主張について 

   審査請求人は、その他種々の主張をしているが、いずれも当審査会の上記判断

を左右するものではない。 

 ５ 結論 

   よって、当審査会は、「第１ 審査会の結論」のとおり判断する。 

 

第６ 審査会の審査経過 

 （略） 
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別表１ 

行政文書（報告年月日） 災害発生状況及び原因の公開すべき部分 

様式第23号 

文書①（令和３年12月13日）  

文書②（令和３年11月22日） 

※令和３年７月12日発生分 

１行目12字目から６行目１字目まで 

７行目13字目から９行目まで 

文書③（令和３年11月22日） 

※令和３年８月24日発生分 

１行目13字目から６行目６字目まで 

文書④（令和３年８月17日）  

文書⑤（令和３年６月21日） ４行目12字目から16字目まで 

５行目６字目から７行目３字目まで 

７行目10字目から８行目13字目まで 

文書⑥（令和３年５月26日）  

文書⑦（令和３年４月23日） 

 

１行目から４行目11字目まで 

４行目24字目から５行目９字目まで 

５行目17字目から24字目まで 

文書⑧（令和３年３月24日） １行目から２行目まで 

文書⑨（令和元年12月24日） １行目１字目から13字目まで 

文書⑩（平成31年２月26日）  

文書⑪（平成30年11月27日） ２行目１字目から37字目まで 

文書⑫（平成30年３月19日）  

文書⑬（平成29年８月25日）  

文書⑭（平成29年７月20日） １行目から５行目５字目まで 

文書⑮（平成29年４月27日） １行目１字目から19字目まで 

様式第24号 

文書①（令和４年３月25日） （１人目）１行目から２行目21字目まで 

（２人目）１行目１字目から11字目まで 

文書②（令和３年３月24日） １行目から２行目５字目まで 

文書③（令和２年２月12日） １行目 

文書④（平成30年８月７日） ２行目11字目から14字目まで 

４行目４字目から９字目まで 
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別表２ 

行政文書 公開しない部分 公開しない理由 

様式第23号 

文書① ・事業場の名称（公開する部分を除く。） 

・発生時間 

・被災労働者の氏名及び生年月日 

・職種及び経験期間 

・休業見込期間 

・傷病名及び傷病部位 

・災害発生状況及び原因 

特定の個人が識別され得

る個人に関する情報及び

特定の個人を識別するこ

とはできないが、公にす

ることにより、なお個人

の権利利益を侵害するお

それがあるため。（条例

第７条第１号本文該当） 文書② ・発生時間 

・被災労働者の氏名及び生年月日 

・経験期間 

・休業見込期間 

・傷病名及び傷病部位 

・災害発生状況及び原因 

文書③ ・発生時間 

・被災労働者の氏名及び生年月日 

・経験期間 

・休業見込期間 

・傷病名及び傷病部位 

・災害発生状況及び原因 

文書④ ・発生時間 

・被災者の氏名及び生年月日 

・職種及び経験期間 

・死亡日時 

・傷病名 

・災害発生状況及び原因 

文書⑤ ・発生時間 

・被災労働者の氏名及び生年月日 

・経験期間 

・休業見込期間 

・傷病名及び傷病部位 

・災害発生状況及び原因 

・発生状況写真 



14 

文書⑥ ・発生時間 

・被災労働者の氏名及び生年月日 

・経験期間 

・休業見込期間 

・傷病名及び傷病部位 

・災害発生状況及び原因 

・略図 

文書⑦ ・発生時間 

・被災労働者の氏名及び生年月日 

・経験期間 

・休業見込期間 

・傷病名及び傷病部位 

・被災地の場所（公開する部分を除く。） 

・災害発生状況及び原因 

・略図 

文書⑧ ・発生時間 

・被災労働者の氏名、生年月日及び年齢 

・経験期間 

・休業見込期間 

・傷病名及び傷病部位 

・災害発生状況及び原因 

・略図 

文書⑨ ・発生時間 

・被災労働者の氏名、生年月日及び年齢 

・経験期間 

・休業見込期間 

・傷病名及び傷病部位 

・被災地の場所（公開する部分を除く。） 

・災害発生状況及び原因 

・略図 

文書⑩ ・発生時間 

・被災労働者の氏名、生年月日及び年齢 

・職種及び経験期間 

・休業見込期間 

・傷病名及び傷病部位 
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・災害発生状況及び原因 

・「現場見取図」及び「災害発生状況図」 

・「現場見取図・災害発生状況図」のう

ち、作成者（被災労働者）氏名及び印影

に関する部分 

文書⑪ ・発生時間 

・被災労働者の氏名、生年月日及び年齢 

・職種及び経験期間 

・休業見込期間 

・傷病名及び傷病部位 

・災害発生状況及び原因 

・「現場見取図」及び「災害発生状況図（ 

写真）」 

・「現場見取図・災害発生状況図」のう

ち、作成者（被災労働者）氏名及び印影

に関する部分 

文書⑫ ・発生時間 

・被災労働者の氏名、生年月日及び年齢 

・職種及び経験期間 

・休業見込期間 

・傷病名及び傷病部位 

・被災地の場所（公開する部分を除く。） 

・災害発生状況及び原因 

・略図 

文書⑬ ・発生時間 

・被災労働者の氏名、生年月日及び年齢 

・職種及び経験期間 

・休業見込期間 

・傷病名及び傷病部位 

・被災地の場所（公開する部分を除く。） 

・災害発生状況及び原因 

・略図 
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文書⑭ ・発生時間 

・被災労働者の氏名、生年月日及び年齢 

・経験期間 

・休業見込期間 

・傷病名及び傷病部位 

・災害発生状況及び原因 

・略図 

文書⑮ ・発生時間 

・被災労働者の氏名、生年月日及び年齢 

・経験期間 

・休業見込期間 

・傷病名及び傷病部位 

・被災地の場所（公開する部分を除く。） 

・災害発生状況及び原因 

・「現場見取図」及び「災害発生状況図」 

様式第24号 

文書① ・被災労働者の氏名及び年齢 

・傷病名及び傷病の部位 

・休業日数 

・災害発生状況 

特定の個人が識別され得

る個人に関する情報及び

特定の個人を識別するこ

とはできないが、公にす

ることにより、なお個人

の権利利益を侵害するお

それがあるため。（条例

第７条第１号本文該当） 

文書② ・被災労働者の氏名及び年齢 

・傷病名及び傷病の部位 

・休業日数 

・災害発生状況 

文書③ ・被災労働者の氏名及び年齢 

・傷病名及び傷病の部位 

・休業日数 

・災害発生状況 

文書④ ・被災労働者の氏名及び年齢 

・傷病名及び傷病の部位 

・休業日数 

・災害発生状況 

 


